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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社では、継続的な企業成長を実現するためには、株主の利益を最大限に尊重することを第一義に、当社を取りまくステークホルダー（従業員、
顧客、取引先等）に対して公正にその要求を満足させるものとし、経営の健全性、効率性を高め、迅速な意思決定を図るとともに、高い透明性、コ
ンプライアンスを図ることが最重要課題と認識しています。　

　また、トップ自ら率先してＩＲ活動を実施し、適時適切なディスクローズを図り、企業の透明性を高めています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４　議決権の電子行使の環境づくり、招集通知の英訳】

　議決権電子行使プラットフォ ームの利用については、2018年開催の第42期定時株主総会より導入しております。なお、招集通知の英訳につい

ては、2024年３月末時点での外国法人等の持分が5.7％から2025年3月末時点で47.5％と増加しており、各種開示資料の英訳も含め検討を行って
まいります。

【補充原則１－２－５　信託銀行名義で株式保有する機関投資家の株主総会における議決権行使】

　当社は、基準日時点において、株主名簿に記載されている議決権を有する株主を、議決権の行使が可能な株主としております。信託銀行等に
おいても、議決権の分割行使がなされていることから、特にその行使を信託銀行以外に認めておりません。

【補充原則２－４ー１　女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保】

　具体的数値目標や人材育成方針、社内環境整備方針は掲げておりませんが、当社は、社内に異なる経験・技能・属性を反映した多様な視点や
価値観が存在することは、会社の持続的な成長、中長期的な企業価値の向上を確保する上での強みとなり得るとの認識に立ち、社内における女
性の活躍促進を含む多様性の確保推進に努めております。

【補充原則４－１－３/補充原則４－３－２/補充原則４－３－３　後継者計画の策定及び最高経営責任者（ＣＥＯ）等の選解任】

　具体的な最高経営責任者（CEO）等の後継者計画（プランニング）の策定及び選解任にかかる手続き等について規定しておりませんが、最高経
営責任者（CEO）の選解任については、会社における最も重要な戦略的意思決定であることを踏まえ、客観性・適時性・透明性ある手続に従い、十
分な時間と資源をかけて、資質を備えた最高経営責任者（CEO）の選任を行い、また、会社の業績等の適切な評価を踏まえ、その機能を十分発揮
していないと認められる場合には、解任を行うための客観性・適時性・透明性ある手続の確立に努めることとしております。

【補充原則４－８－２　筆頭独立社外取締役の互選、経営陣・監査役または監査役会との連携】

　当社は独立社外取締役相互間で筆頭独立社外取締役等連絡調整役は選任しておりませんが、各取締役、経営陣との連絡・調整、監査役との
連携体制は構築されております。

【補充原則４－１０－１　任意の仕組みの活用】

　当社取締役会は、取締役６名で構成されており、1/3にあたる２名が社外取締役(うち2名が独立社外取締役)としております。現状の構成により取
締役会の機能の独立性・客観性等は担保されていると考えられるものの、コーポレートガバナンスの強化及びより適切な意思決定を担保する観
点から、取締役会の下に独立社外取締役を主要な構成員とする独立した指名委員会・報酬委員会等の設置を今後検討してまいります。

【補充原則４－１１－１　取締役の選任方針等の開示】

　具体的な取締役の選任に関する方針・手続について規定しておりませんが、当社は専門知識や経験等のバックグラウンドが異なる多様な取締
役で構成し、取締役会の機能が最も効率的に発揮できる員数を維持することとし、業務執行取締役４名及び社外取締役２名（うち２名が独立社外
取締役）の構成としております。なお、取締役に必要とされるスキル等の組み合わせについては、当社株主総会における取締役選任議案にて、取
締役及び監査役の経験・専門性のスキル・マトリックスとして開示しております。

【原則５－２　経営戦略や経営計画の策定・公表】

　当社は今後の成長に向け連結売上高や連結営業利益の拡大を重視すべき局面と捉えており、資本コストを踏まえた計画は採用しておりません
が、機関投資家等との対話を通じて適切な資本コストの認識に努め、将来的には事業計画や株主還元に活かしてまいりたいと考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

　当社は、取引関係が特に重要な会社の株式のみに限定し、取締役会において十分な審議を経て政策保有株式の取得を決定しております。ま
た、当該株式の取得後は、必要に応じて、その保有意義、経済合理性の検証を行い、その議決権の行使については、議案の内容を検討し、その
発行会社の株主価値の向上に資するものか否かを判断した上で、全ての議案に対し、議決権を行使しております。なお、当社は、政策保有株主
から、当社の株式の売却等の意向を受けた場合には、売却等を妨げるいかなる行動もとらないこととしております。



【原則１－７　関連当事者間の取引】

　当社は、取締役の利益相反取引及び競業取引を取締役会の付議・報告事項としており、取引毎に取締役会による事前承認及び結果の報告を
実施しております。

【補充原則２－４ー１　女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保】

　上記【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】のとおりであります。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、企業型確定拠出年金制度を導入し、運用しておりますが、企業年金の積立金の運用は行っておりません。

【原則３－１　情報開示の充実】

１．会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　経営理念や経営戦略、経営計画を当社ホームページ等にて開示しております。

２．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　コーポレートガバナンスの基本方針については、上記「１．基本的な考え方」に沿って作成し、ホームペ－ジ等にて開示いたします。

３．取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　当社の取締役の報酬は、役位・責任に相応しい適正な水準とし、当社グループの業績及び企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして
十分機能し、かつ株主の皆様と価値を共有する内容であることを基本方針としております。

　具体的には、取締役（社外取締役を除く。）については、基本報酬及び業績連動報酬からなる金銭報酬、並びに譲渡制限付株式報酬からなる非
金銭報酬で構成することとし、社外取締役については、その職責に鑑み、基本報酬のみとしております。

　なお、取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、会社の業績や経営内容、経済情勢等を踏まえ、監査役が参加する取締役会で審
議のうえ決定しております。

４．取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　社外役員の選任ガイドラインは、補充原則4-11-1にて、社外役員の独立性基準は原則4-9に示しております。

　取締役・監査役の解任については、その能力、資質等に疑義が認められるに至った場合、取締役会で協議を行い、解任すべき正当な理由があ
ると判断した時は、株主総会に解任議案を上程いたします。

５．取締役会が上記４．を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　取締役・監査役候補者の個々の選任理由については、株主総会招集通知にて開示いたします。

【補充原則３－１－３　情報開示の充実】

　当社及びグループ会社は、顧客に選ばれる、他社が追従できない高付加価値製品・サービスの開発、提供を追及するとともに事業シナジー効果
の創出と成長の加速化を通じて、事業の拡大、経営基盤の安定化を基本方針とし、持続的成長性のある研究型企業を追求し、もって株主・従業
員・取引先及び地域社会に貢献する開かれた会社の実現を目指します。当社グループは、この使命を達成するためには、

①コーポレートガバナンスの確立

②事業活動に関わる法令、定款、企業倫理等の遵守

③リスクに対する的確かつ迅速な対応

④信頼性のある財務及び事業活動状況の適時適切な情報開示

⑤業務の有効性及び効率性の確立

⑥反社会的勢力による不当要求への毅然とした態度及び、取引関係の排除を経営の基本に据えた「内部統制の仕組み」を構築するとともに継続
的にその機能強化に努めます。

　また、サステナビリティ戦略については、当社グループの経営戦略の中核と捉え、①環境面、②社会面、③経済面において、それぞれ以下の取
り組みを行っております。

① 環境面

当社グループは、合理的かつ科学的な経営（Digital Transformation）に基づく在庫の削減、コストの低減、リードタイムの短縮等により、環境負荷を

最小限に抑えるよう配慮するとともに、原材料の調達においても環境負荷を低減するために積極的にお取引先様との協力関係を構築し、省エネ
ルギーで環境負荷を抑えた製品開発を行うことに取り組んでおります。

② 社会面

当社グループは、社会の公平性を担保することを主眼として、社内に異なる経験・技能・属性を反映した多様な視点や価値観が存在することは、
会社の持続的な成長を確保する上での強みとなり得るとの認識に立ち、社内における女性の活躍促進を含む多様性の確保の推進に取り組んで
おります。

③ 経済面

当社グループは、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の創出は、従業員、顧客、取引先、債権者、地域社会をはじめとする様々なステー
クホルダーによるリソースの提供や貢献の結果であることを十分に認識し、これらのステークホルダーとの適切な協働に努めており、コンプライア
ンスの徹底、労働条件の定期的な見直し等により健全な経済活動に取り組んでおります。

　なお、当社グループは、頻繁な技術革新を伴う業界に属しているため、知的財産権の防衛策として特許取得を重視し、必要な特許の申請及び取
得を進めるなど、知的財産等への投資も積極的に進める一方、これからの新しい技術・知見の創出を担う人材への投資についても積極的に進め
ております。

【補充原則４－１－１　取締役会の判断・決定、経営陣に対する委任の範囲の開示】

　取締役会は取締役会規程で定められた決議事項、経営に係る重要事項について判断し、決定を行っております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、会社法及び東京証券取引所上場規程に定める基準を踏まえ、当社における独立社外役員の「独立性判断基準」を規定し、経営に関す
る専門的で建設的な助言及び中立的な監督のできる独立社外取締役候補者を選定しております。

【補充原則４－１０－１　任意の仕組みの活用】

　上記【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】のとおりであります。

【補充原則４－１１－１　取締役の選任方針等の開示】

　上記【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】のとおりであります。



【補充原則４－１１－２　取締役のほか上場会社の役員兼任状況の開示】

　取締役・監査役の兼任については、法令上の適正性の確認に加えて、兼任先の業務内容・業務負荷等を踏まえ、取締役会決議によって決定い
たします。また、兼任数についても、必要最低限にとどめます。なお、個別の役員兼任状況については、株主総会招集通知や有価証券報告書に
て開示しております。

【補充原則４－１１－３　取締役会の実効性分析・評価の実施と開示】

　当社は、取締役会の実効性について、取締役及び監査役を対象にアンケートを実施し、その集計、分析を第三者機関に委託する形でその評価
を実施しております。本年においては、全設問３５問のうち新規設問を除く２８問中２０問で昨年より評点が向上し、取締役会の実効性は確保でき
ていると判断しておりますが、今回の評価結果を踏まえ、評価の低い又は乖離の大きな項目について議論を行い、引き続き取締役会の実効性向
上に努めてまいります。

【補充原則４－１４－２　取締役・監査役のトレーニング方針の開示】

　取締役・監査役がその役割・責務を適切に果たす為に必要なトレ－ニング及び情報提供を適宜実施いたします。特に、新任の取締役・監査役に
は事業内容の説明だけでなく、コンプライアンス・法務事項の説明・講習・eトレ－ニング等、重点をおいて行います。また、グル－プ全体の情報共
有を促進するため、グル－プミ－ティングを行っております。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、持続可能な企業価値の向上に資するため、経営戦略や事業に関して、株主・投資家との建設的な対話に努めております。IR活動は企
画室が担い、必要に応じて各部門間とも情報共有を図りながら、有機的な連携を確保しております。IR活動等を通じて得られた情報を集約し、対
話の内容や重要性に応じて取締役会等への報告を行っております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

NIPPON ACTIVE VALUE FUND PLC

(常任代理人 香港上海銀行東京支店 カストディ業務部)
2,000,000 11.02

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部)
1,484,500 8.18

MSIP CLIENT SECURITIES

(常任代理人 モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社)
1,475,400 8.12

AVI JAPAN OPPORTUNITY TRUST PLC

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部)
1,006,300 5.54

LNS MANAGEMENT PTE. LTD.

(常任代理人 立花証券株式会社)
922,200 5.08

THE BANK OF NEW YORK - JASDECTREATY ACCOUNT

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部)
823,000 4.53

NAVF SELECT LLC

(常任代理人 香港上海銀行東京支店 カストディ業務部)
800,000 4.40

上田八木短資株式会社 447,400 2.46

加賀電子株式会社 382,200 2.10

NOMURA INTERNATIONAL PLC A/C JAPAN FLOW

(常任代理人 野村證券株式会社)
358,343 1.97

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況に記載していませんが、当社は自己株式4,659,125株を保有しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード



決算期 3 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高
100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

名倉　啓太 弁護士

木下　玲子 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者



f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

名倉　啓太 ○ ―――

同氏は、弁護士としての豊富な知見と経験を有
しており、企業法務に精通する専門家としての
見地から、当社及び当社グループの意思決定
や業務執行への適切な監督機能を発揮してい
ただけると判断し、選任しております。なお、同
氏は、直接企業経営に関与された経験はあり
ませんが、上記の理由により、社外取締役とし
ての職務を適切に遂行いただけるものと判断し
ております。

また、同氏は株式会社東京証券取引所が定め
る独立性の基準を満たしており、一般株主との
利益相反が生じるおそれはないものと判断し、
独立役員として選任しております。

木下　玲子 ○ ―――

同氏は、長年に亘る経営者としての豊富な経
験と金融及び投資の専門家としての見地から、
当社及び当社グループの経営に資する助言や
提言等を含む監督機能を担っていただけると
判断し、選任しております。

また、同氏は株式会社東京証券取引所が定め
る独立性の基準を満たしており、一般株主との
利益相反が生じるおそれはないものと判断し、
独立役員として選任しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

会計監査人は、公正普遍の立場から監査が実施される環境を整備するとともに、監査役並びに内部監査室とも意見交換を実施し、内部統制の充
実を図っております。

また、監査役と内部監査室とは、年間の監査計画の立案及びその運営につき、その都度連携を図って実施しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名



社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

鈴木　智子 公認会計士

木内　敬 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

鈴木　智子 ○ ―――

同氏は、監査法人で会計監査や内部管理体制
整備支援業務に従事し、現在は公認会計士事
務所の代表を務めております。また特定非営
利活動法人での会計監査や投資法人での職
務執行の監督経験等を通じて企業経営及び会
計に関する幅広い見識を有しております。な
お、同氏は、直接企業経営に関与された経験
はありませんが、上記の理由により、社外監査
役としての職務を適切に遂行いただけるものと
判断しております。

また、同氏は株式会社東京証券取引所が定め
る独立性の基準を満たしており、一般株主との
利益相反が生じるおそれはないものと判断し、
独立役員として選任しております。

木内　敬 ○ ―――

同氏は、弁護士及び公認会計士として豊富な
経験と専門的な知識を有しており、企業法務及
び財務会計の視点から、当社及び当社グルー
プの意思決定や業務執行への適切な監督機
能を発揮していただけると判断しております。な
お、同氏は、直接企業経営に関与された経験
はありませんが、上記の理由により、社外監査
役としての職務を適切に遂行いただけるものと
判断しております。

また、同氏は株式会社東京証券取引所が定め
る独立性の基準を満たしており、一般株主との
利益相反が生じるおそれはないものと判断し、
独立役員として選任しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名



その他独立役員に関する事項

独立社外役員の独立性判断基準

本基準における独立性を有する社外役員として指定するにあたり、以下のいずれにも該当し、一般株主と利益相反が生じるおそれのない要件を
満たしていることを判断基準としております。

１.現在において次の各号に掲げる者でないこと

(1)当社グループ（当社及びその関係会社をいう。）の主要な顧客（直近事業年度における当該顧客に対する当社グループの売上高の合計額が当
社の連結売上高の２％を超える顧客をいう。）又はその業務執行者（業務執行取締役、執行役その他これらに準ずる者及び使用人をいう。）である
社外役員

(2)当社グループを主要な顧客とする事業者（直近事業年度における当社グループに対する当該顧客の売上高の合計額が当社の連結売上高の
２％を超える事業者をいう。）又はその業務執行者である社外役員（主要な借入先を除く。）

(3)当社グループの主要な借入先（当社グループの資金調達にとって必要不可欠な借入先であって、代替的な借入先を容易に確保することができ
ない場合におけるその借入先をいう。）又はその業務執行者である社外役員

(4)当社グループから役員報酬以外に多額の報酬その他の財産（1000万円を超える金銭報酬その他の財産的価値のある物をいう。）を得ている法
律専門家、公認会計士又はコンサルタントである社外役員

(5)当社グループから多額の報酬その他の財産（直近事業年度における売上高の合計額の２％を超える金銭報酬その他の財産的価値のある物
又は権利をいう。）を得ている法人その他の団体に所属する法律専門家、公認会計士又はコンサルタントである社外役員

(6)当社の会計監査人又は会計監査人である監査法人に所属する公認会計士である社外役員

(7)当社グループから多額の寄附（1000万円を超える金銭その他の財産的価値のある物の寄附をいう。）を得ている社外役員

(8)当社グループから多額の寄附（直近事業年度における収入総額の２％を超える金銭その他の財産的価値のある物又は権利の寄附をいう。）を
得ている法人その他の団体に所属する社外役員

(9)当社の大株主（単独で又は共同して当社の議決権総数の10％以上の議決権を直接又は間接に有している株主をいう。）又はその業務執行者
である社外役員

２.就任日の過去３年間において第１項各号に該当する者でなかったこと

３.就任日の過去10年間において次に掲げる者であったことがないこと

(1)当社の親会社の業務執行者（業務執行取締役でない取締役を含む。）

(2)当社の親会社の監査役（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）

(3)当社の兄弟会社（親会社を共通にする会社をいう。）の業務執行者

４.現在において次の各号に掲げる者（使用人である業務執行者については部長以上の職位にある者に限る。以下、本項において同じ。）の配偶
者又は２親等以内の親族でないこと

(1)第１項各号に該当する者

(2)当社グループの業務執行者

(3)当社グループの業務執行者でない取締役（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）

(4)第３項各号に掲げる者

５.就任日の過去３年間において第４項各号に掲げる者の配偶者又は２親等以内の親族でなかったこと

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

当社の取締役の報酬は、役位・責任に相応しい適正な水準とし、当社グループの業績および企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして
十分機能し、かつ株主の皆様と価値を共有する内容であることを基本方針としております。

具体的には、取締役（社外取締役を除く。）については、基本報酬及び業績連動報酬からなる金銭報酬、並びに譲渡制限付株式報酬からなる非
金銭報酬で構成することとし、社外取締役については、その職責に鑑み、基本報酬のみとしております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、会社の業績や経営内容、経済情勢等を踏まえ、監査役が参加する取締役会で審議のうえ
決定しており、その内容は決定方針に沿うものであると判断しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の取締役の報酬は、役位・責任に相応しい適正な水準とし、当社グループの業績及び企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十
分機能し、かつ株主の皆様と価値を共有する内容であることを基本方針としております。

具体的には、取締役（社外取締役を除く。）については、基本報酬及び業績連動報酬からなる金銭報酬、並びに譲渡制限付株式報酬からなる非
金銭報酬で構成することとし、社外取締役については、その職責に鑑み、基本報酬のみとしております。

金銭報酬は、各取締役の役位・責任に応じた固定額である基本報酬と、連結営業利益に役位・責任に応じた料率を乗じて算定する業績連動報酬
であり、株主総会で承認された総額の範囲内において、取締役会にて審議し決定しております。業績連動報酬の指標として、当社グループの本業
における収益力を表す連結営業利益を採用しております。なお、グループ会社の取締役を兼任し、当社と責任限定契約を締結する取締役の報酬
は、兼任先グループ会社の基準による基本報酬と、兼任先グループ会社の連結営業利益を指標にした業績連動報酬であり、兼任先グループ会
社より支給しております。取締役の金銭報酬の額は、2012年６月22日開催の第36期定時株主総会において、年額２億40百万円（うち社外取締役
年額20百万円以内）と決議されており、当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は５名（うち社外取締役１名）であります。金銭報酬の支給に
あたっては、総額を12等分した金額を定時株主総会の翌月から毎月支給しております。

譲渡制限付株式報酬は、株主の皆様との更なる価値共有を企図したものであり、取締役（社外取締役を除く。）を対象に、支給に関する取締役会
決議の日の前営業日における東京証券取引所の当社普通株式の終値で計算した株式数の付与のための金銭債権を支給し、その全額を現物出
資財産として払い込みすることで当社の普通株式の発行又は処分を受けるものであります。具体的な支給時期及び配分については、取締役会に
おいて決定しております。なお、譲渡制限付株式報酬は、金銭報酬とは別枠で、2019年６月21日開催の第43期定時株主総会において、年額30百
万円かつ５万株以内と決議されており、当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は５名（うち社外取締役１名）であります。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

当社は取締役会の開催にあたっては、事前に社外取締役及び社外監査役に対し、目的事項及びその内容について適切な情報提供を行うととも
に、必要に応じて説明の機会を設けております。また、当社グループ事業への理解を深めるため、グループ会社に訪問する機会を設ける等の取り
組みを行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

(1)当社は、会社の機関として、経営課題等に関する意思決定及び業務執行の監督機関である「取締役会」、監査機関である「監査役会」を設置し
ております。

(2) 2025年６月17日現在の取締役会は、佐藤良久、秋葉泰、西田真澄、水落一隆、名倉啓太及び木下玲子の取締役６名で構成されており、代表

取締役社長佐藤良久を議長としております。当社の社外取締役である名倉啓太及び木下玲子は、当社と人的関係、または取引関係その他の利
害関係はなく、当社事業から独立した視点により、取締役及び取締役会の監督機能を強化する役割を果たしております。取締役会は定期的に開
催するほか、適宜臨時に開催し、活発な意見交換によって活性化した運営をし、迅速な経営課題等の意見交換と効率的な業務執行を行っており
ます。さらに、経営陣のダイナミズムを保ち、取締役の責任と権限を明確にして経営に当てるため、取締役の任期を１年としております。

(3)事業子会社各社の事業特性や事業の多角化・グローバル化等の状況を踏まえつつ、当社グループとしての中長期的な企業価値の向上及び持
続的な成長を図るため、取締役会の監督機能・意思決定機能を強化しつつ臨機に応じたより機動的な業務の執行を確保すべく、執行役員制度を
導入し、取締役会において選任される執行役員を各部門の責任者として配置することにより、取締役会と執行機関の役割分担を明確にしておりま
す。執行役員は、執行役員規程に基づく取締役会の決定によりその権限を委譲された事項について、迅速な意思決定による機動的な業務の執行
を推進する役割を果たしております。

(4) 2025年６月17日現在の監査役会は、鬼塚達哉、鈴木智子及び木内敬の監査役３名で構成されており、常勤監査役の鬼塚達哉を議長としてお

ります。当社の社外監査役である鈴木智子及び木内敬は、当社と人的関係、または取引関係その他の利害関係はなく、当社事業から独立した視
点により、常勤監査役と綿密に連携を図りながら、随時社内からの十分な情報収集を行っており、監査役会の監査機能を強化する役割を果たして
おります。監査役会は必要都度開催され、年初に決定した監査方針及び監査計画に基づいて実施した監査の結果を報告し、相互に意見・情報の
交換を行うとともに、定期的に開催される取締役会に出席して意見を述べること等を通じて、取締役の職務執行を監査しております。

(5)事業子会社においては、事業子会社の社長を議長とし、取締役、監査役及び部長をもって構成する「経営会議」の運営を充実させ、その審議内
容を取締役会に反映した的確な執行決定を徹底しているほか、経営会議における審議内容及び意思決定を当社へ報告するよう義務づけること



で、事業子会社における意思決定の透明性・的確性を担保するとともに、当社の意思決定に適切に反映することができる体制を構築しておりま
す。

(6)内部監査組織としては、当社内に内部監査室（１名）を設置しているほか、当社子会社にそれぞれ内部監査室（計２名。なお、うち１名は当社内
部監査室と兼任しております。）を設置しております。内部監査室は、年度監査計画に基づいて、業務の効率性、合理性及びコンプライアンスの観
点から当社グループの業務監査を実施し、被監査部門における内部統制上の問題点を指摘するとともに、部門毎に改善案を提示させ、改善事項
の実施状況のチェックを行うことにより、業務の健全性の改善・向上に努めております。また、内部監査及び監査役監査並びに会計監査について
は、子会社だけでなくグループ全体での相互連携を図ることにより、監査業務の品質向上に最善を尽くしております。

　なお、当社内部監査室は、各子会社の内部監査室と連携の上、各子会社及び孫会社の内部監査結果の報告を収集し、その結果を当社監査役
及び代表取締役社長へ報告することとしております。内部監査の結果を取締役会に直接に報告する仕組みはありませんが、審議が必要と考えら
れる事項については、監査役若しくは代表取締役社長から取締役会に報告し、又は取締役の全員により構成される内部統制委員会に報告するこ
ととし、内部統制委員会において審議された事項については、その審議の後最初に開催される取締役会に対して報告する仕組みを構築しており
ます。

(7) 取締役の指名については、取締役会で客観性の確保を図りながら、審議の上、決議しております。

(8) 取締役の報酬は、基本方針に則り、金銭報酬、譲渡制限付株式報酬とも株主総会で承認された総額の範囲内において、監査役が参加する取

締役会で審議の上、決定しております。監査役の報酬は、基本報酬のみで構成されており、株主総会で承認された総額の範囲内において、監査
役会で審議の上、決定しております。なお、監査役の報酬限度額は、2012年６月22日開催の第36期定時株主総会において、年額60百万円以内と
決議されております。

(9）当社は、会社法第427条第１項に基づき、取締役(業務執行取締役等であるものを除く。)及び監査役との間において、会社法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額としており、定款にも定めがありま
す。責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意
でかつ重大な過失がないときに限られます。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社事業を取り巻く経営環境に深い知見を有する取締役、企業法務、金融及び投資に関する豊富な知見・経験を有する社外取締役、当社事業
を取り巻く経営環境に深い知見を有する常勤監査役、及び法律・財務・会計等に深い知見を有する社外監査役が適切に機能するコーポレート・ガ
バナンス体制を採用することにより、経営上の意思決定における透明性、効率性及び適法性が担保されると考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主の皆さまが十分な議案の検討時間を確保できるよう、招集通知の発送を法定期日よ
り1日以上前に発送しています。

集中日を回避した株主総会の設定 予想される総会集中日の１週間程度前倒した2025年6月17日に開催しております。

電磁的方法による議決権の行使 電磁的方法（インターネット）により、議決権を行使することができます。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2018年開催の第42期定時株主総会より、株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決
権電子行使プラットフォームを利用した議決権行使を可能としています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載
決算短信、四半期決算短信などをホームページに掲載しております。

また、英文による掲載も行っております。

IRに関する部署（担当者）の設置
【担当部署】企画室

【担当者】執行役員企画室室長　中村　誠

その他
アナリスト・機関投資家に対しては、個別に取材要請等に応じております。ま
た、希望により工場見学会を開催しております。



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、コーポレートガバナンスに関する基本方針を定め、継続的な企業成長を実現する
ためには、株主の利益を最大限に尊重することを第一義に、当社を取りまくステークホル
ダー（従業員、顧客、取引先等）に対して公正にその要求を満足させるものとし、経営の健
全性、効率性を高め、迅速な意思決定を図るとともに、高い透明性、コンプライアンスを図
ることが最重要課題と認識しています。　

また、トップ自ら率先してＩＲ活動を実施し、適時適切なディスクローズを図り、企業の透明
性を高めています。

なお、当社コーポレートガバナンスの考え方につきましては、当社ホームページに掲載して
おります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社はIR情報開示方針を定め、株主、投資家の皆様に対し透明性、公平性、継続性を基
本に迅速な情報開示に努めます。情報の開示にあたっては、東京証券取引所「上場有価
証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」（以下、「適時開示規則」という。）
に準拠し、情報開示を行います。また適時開示規則に該当しない情報につきましても、適
時かつ積極的な情報開示に努めます。

なお、当社IR情報開示方針につきましては、当社ホームページに掲載しております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、取締役の業務執行が法令や定款に適合し、当社及びグループ会社（以下「当社グループ」という）の業務の適正性を確保するため、ま
た、当社グループに関する財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するため、以下の施策を実施する。

１.取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)当社グループは、社長を委員長とする「内部統制委員会」において、内部統制システムの構築・維持・向上並びに内部統制に係る重要事案につ
いて審議し、取締役会に報告する。

(2)当社グループは、コンプライアンスに関する規範体系を明確にし、また、取締役及び従業員はそれぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題
として捉え、業務運営にあたる心構え、指針と具体的な遵守事項を規定した「コンプライアンス規程」に従い行動する。

(3)当社グループのコンプライアンス統括部署である当社統括管理部は、コンプライアンス維持を徹底するために、一定の重要事項の決定につい
ては、社内外の専門部署と連携を図り、事前に適法性等の検証を行う。

(4)当社は、法令違反その他のコンプライアンス違反の未然防止及び早期発見、是正を図るため、「相談・通報制度」に基づき、当社グループの全
ての従業員が利用できる内部通報窓口を設置する。

(5)当社は、通報内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行わない。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1)当社グループは、「取締役会規程」「監査役会規則」「インサイダー情報管理規程」「文書管理規程」「情報セキュリティ管理規程」に基づき、各種
文書、帳票並びに情報について、適切に作成、保存、管理する。

(2)電磁的な情報は、ファイアーウォールを施したサーバーに一元的にファイルされ、定期的にデータのバックアップを行う。

(3)個人情報については、「個人情報管理規程」「特定個人情報取扱規程」に従い管理する。

(4)取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できる。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)当社グループは、「リスク管理規程」に従い、不測の事態が発生した場合、損害・影響額を最小限に留める迅速な対応体制を整備する。

(2)当社グループは、当社社長の指示に従い、定期的にリスク評価を行い、リスクの回避・軽減・転嫁・保有等の対応策を検討し実施する。

(3)当社は、グループ会社のリスク管理、リスクマネジメント推進にかかる課題の抽出と対応策の進捗管理を行うため、グループ会社に年２回の報
告を義務付ける。

(4)重要なリスクが発生又はその恐れが生じた場合は、「内部統制委員会」を開催して対応策を検討・審議し、損失の防止及び収益の保全、再発防
止等危機管理にあたる。

(5)内部監査室（グループ会社を含む）が各部門の往査を行うにあたっては、常にリスク管理の視点から監査を行い、リスク管理の徹底を図る。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)当社グループは、取締役会の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、「取締役会規程」「稟議規程」「組織規程」「業務分掌規程」
「職務権限規程」等を常に見直し、整備し運用する。

(2)当社グループは、取締役会を定期開催するほか、適宜臨時の取締役会を開催し、活発な意見の交換によって取締役会の運営を活性化し、迅
速な経営意思の決定と効率的な業務執行を行う。

(3)グループ会社は、的確な執行決定を行うため、社長の諮問機関として、取締役、監査役及び部長をもって構成する「経営会議」の運営を充実
し、取締役会にその審議内容を反映する。また、当社はグループ会社に対し、「経営会議」の内容の報告を義務付ける。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)当社はグループ会社の経営の自主性を尊重するが、グループ会社は、「関連会社管理規程」に定める報告事項、事前承認事項を遵守し、当社
は、報告事項、事前承認の協議を通じグループ会社の事業内容の的確な把握を行う。

(2)当社のグループ会社に対する議決権行使については「関連会社管理規程」に定める。

(3)当社の「コンプライアンス規程」をグループ会社に準用し、当社と一体となったコンプライアンス体制を確立する。

(4)グループ会社にコンプライアンス担当部署を置き、当社統括管理部との連携を密にするとともに、「内部統制委員会」にも関与させて、当社グ
ループ全体のコンプライアンスの統括・推進の一翼を担わせる。

(5)当社の「相談・通報体制」をグループ会社に準用して運用する。



(6)内部監査室は、グループ各社の内部監査室と連携し、各社の内部監査結果の報告を収集しその結果を当社監査役へ報告する。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の
実効性の確保に関する事項

(1)監査役が補助使用人を求めた場合、取締役会はその任命を決定する。

(2)補助使用人が他の部署と兼務となる場合、補助使用者は監査役補助業務を優先する。

(3)補助使用人は監査役の指揮命令に従い、取締役及び補助使用人の所属する部署の上長等の指揮命令を受けない。

(4)補助使用人の人事異動、評価、懲戒については、監査役会の同意を得た上で機関決定する。

７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1)当社の取締役及び従業員、グループ会社の取締役、監査役、従業員及びこれらの者から報告を受けた者は、法令違反及び会社に損害を及ぼ
す恐れがある事実を発見した場合のほか、内部監査（グループ会社を含む）の実施状況、コンプライアンスに関する事項については、速やかに当
社の監査役に報告することを徹底する。

(2)当社グループは、監査役に報告を行ったことを理由として、報告者に対して不利益な扱いを行わない。

(3)監査役は、取締役会のほか、必要に応じて業務の執行状況を把握するために諸会議（グループ会社を含む）に出席するほか、稟議書、契約書
等の重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役及び従業員から説明を求める。

８．監査役の職務の遂行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針
に関する事項

(1)当社は、監査役の職務執行上必要と認められる費用については予算化し、その前払等の請求があるときは当該請求が適正でない場合を除
き、速やかにこれに応じる。

(2)監査役が緊急又は臨時に支出した費用については、事後の償還請求に応じる。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)当社は、監査役会が決定した監査基準及び監査実施計画を尊重し、円滑な監査の実施及び監査環境の整備に協力する。

(2)監査役及び監査役会が、法令及び監査役監査基準に従って、業務及び財産の状況に関して報告を求めた場合は、取締役及び従業員は遅滞
無くその内容を報告する。

(3)取締役は、監査役及び監査役会と会計監査人との連携向上に協力する。

(4)内部監査室（グループ会社を含む）は監査役と共同監査等を行い、監査の効率性及び監査の質の向上を図る。

１０．財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制システム構築のための基本方針」を制定するとともに、金
融商品取引法に基づく内部統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行うとともに、金融商
品取引法及びその他関係法令等への適合性を確保する体制を整備し運用する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

(１)当社グループは、反社会的勢力との関係を完全に遮断し、断固としてこれらを排除することを基本姿勢とし、国が示した「企業が反社会的勢力
による被害を防止するための指針」を踏まえ、関係団体とも連携の上、全社を挙げて法に則して対応する。

(２)当社統括管理部は、各関連規程の充実及び周知徹底を図り、グループ全体への啓発活動に努める。

(３)当社統括管理部を対応部署とするが、同部門に一任せず会社組織全体で対応する。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――
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